様式第１号
公募型プロポーザル参加申請書
令和　　年　　月　　日
　鹿児島県後期高齢者医療広域連合
広域連合長　 中西　茂　様
住　　　所　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　令和７年２月13日付けで告示のありました「療養費支給申請書点検等業務委託」の公募型プロポーザルについて、下記の書類を添えて申請します。

記

添付書類

　１　公募型プロポーザル参加に係る調書（別紙１）

２　実績報告書（別紙２）

３　履歴事項全部証明書
４　印鑑証明書（写し可）
５　納税証明書又は滞納がないことの証明書（写し可）

　　ア 消費税及び地方消費税について未納の税額がないことの証明書

　　イ 主たる営業所の所在地の市区町村税について未納の税額がないことの証明書

６　財務諸表（本プロポーザルに参加申請書を提出する直前の期末における貸借対照表及び損益計算書）
７　プライバシーマーク、JIS Q 15001、JAPHIC、ISO 27001、ISMS等の取得を証明出来るもの

（写し可）

８　会社概要、パンフレット等（任意様式）

※３、４及び５については本プロポーザル参加申請書提出前３か月以内に発行されたものに限

る。
※鹿児島市の令和６年度業務委託等入札参加有資格者名簿に登録されている者については、３
～６の提出を省略できる。
(別紙１)
公募型プロポーザル参加に係る調書

１　件名
療養費支給申請書点検等業務委託
２　参加要件

次の(1)～(7)に掲げる条件をすべて満たしていることを誓約します。
申請書類提出後に、(1)～(7)に掲げる条件のいずれかを満たさなくなった場合は、速やかに届け出ます。なお、申請内容に虚偽の記載が判明した場合は、いかなる措置を受けても異議ありません。
(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。
 (2) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による更生手続又は再生手続の開始の申立てがなされた場合は、更生計画の認可決定又は再生計画の認可決定がなされていること。
(3) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団又は同条第６号に規定する暴力団員の統制下にある団体に該当しない者であること。
(4) 納期の到来している市区町村税並びに消費税及び地方消費税を完納していること。
(5) 個人情報保護に関する認証（プライバシーマーク、JIS Q 15001、JAPHIC等）又は情報セキュリティマネジメントシステムに関する認証（ISO 27001、ISMS等）を取得していること。
(6) 過去５年以内に、市町村又は都道府県後期高齢者医療広域連合において、本事業と同様の業務実績があること。
(7) 仕様書(案)等の内容を十分に理解した上で公募型プロポーザルに参加できる者で、契約を履行しないこととなるおそれがないこと。
令和　　　年　　　月　　　日
(申請者)
　　　住　　　所
　　　商号又は名称
　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
(担当者)
	所　　属
	

	担当者名
	

	電話番号
	

	FAX番号
	

	E-mail
	


(別紙２)
実績報告書

(商号又は名称) 　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　 　
	１
	契約の相手方
	

	
	契約の名称
	

	
	契約期間
	　　年　　月　　日
	～
	　　年　　月　　日

	
	契約の概要
	契約総額(税込)
	

	
	
	内容
	

	２
	契約の相手方
	

	
	契約の名称
	

	
	契約期間
	　　年　　月　　日
	～
	　　年　　月　　日

	
	契約の概要
	契約総額(税込)
	

	
	
	内容
	

	３
	契約の相手方
	

	
	契約の名称
	

	
	契約期間
	　　年　　月　　日
	～
	　　年　　月　　日

	
	契約の概要
	契約総額(税込)
	

	
	
	内容
	


(*1) 療養費支給申請書点検等業務の契約に係る実績について主なものを記載し、それぞれ実績を証するもの(契約書の写し等)を添付すること
(*2) 賃貸借物件内容については、主な物件の名称及び数量等を記載すること
　　 {記載例：ノート型パソコン(100台)､プリンタ(5台)､ソフトウェア一式(100セット) 等
